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規制・制度改革の要望事項
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要望事項①車庫証明申請フローの統一
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(出典)ヘルムジャパン ウェブサイトより抜粋

車庫証明は本人又は代理人が申請し、後日、警察署でステッ
カー（保管場所標章）を受領。運輸支局で受領できないか

自動車保管場所証明申請書



要望事項①手数料や納税手続きの一括化
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OSSの場合、納付番号をポータルサイトで取得しインター
ネットバンキングで支払いができるが、手数料や納税の支払
い手続きが各段階でバラバラに出てくる。一括して支払える
ようにできないか

(出典)ヘルムジャパン ウェブサイトより抜粋

申請
↓

保管場所証明申請手数料納付
↓

保管場所審査
↓

保管場所標章交付手数料納付
↓

保管場所標章交付
↓

検査登録手数料納付
↓

検査登録審査
↓

自動車重量税納付
↓

自動車二税審査
↓

自動車二税納付
↓

自動車検査証等交付
↓

検査証の受取とナンバー交付（ナンバー購入は現金）
↓
完了



要望事項①引越し等のワンストップサービスとの連携
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引越し等のワンストップサービスとの連携が開始される予定
となっているが、ユーザー目線での連携推進を期待

（住所変更手続き）
・５年以上前の住所は自治体側で一括消去されているにもかかわらず、住民
表・住民票の附表・戸籍の除票・戸籍謄本の全ての書類提出及び理由書の提
出を求められる。転居が多い方は、前の住所地の役所や本籍地から取り寄せ
るなどの手間・時間が掛かる。また、戸籍ごと移転されている方は書類の揃
えようがない。

・車検証が住所表記変更前の場合にはわざわざ住所表記変更の証明書を発行
してもらわないと名義変更ができない。
⇒市役所と運輸支局の住所データベースをリンクできないか。

（住所表記に関して）
・名義変更の際に、住所の記載が印鑑証明書と全く同じ内容でないと申請が
できない。（住所の丁目、番地、号、マンション名など）また、住所を途中
までプリンタ印字、手書きで追記というのが認められていない。

（遺産相続手続き）
・遺産相続案件では、都道府県により更にそれぞれ別の自動車税還付委任状
が必要となる場合がある。



要望事項②オンライン申請の迅速化
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(出典)国土交通省北海道運輸局札幌運輸支局のHPの写真を掲載

現状、窓口申請の方がオンライン申請より早いという認識が
現場に浸透

（現場の声の一例）
・対面の場合、翌日一斉処
理だが、オンラインは常に
対応が後回し。
（※車庫証明申請は警察署
にもよるが窓口申請で3～
7日程度）

・窓口の担当者がOSSにも
対応している場合があり、
窓口にいる人を待たさない
よう、窓口を優先する傾向
がある。



要望事項②添付書類を含めたデジタル完結①
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（例）移転登録の際に必要な書類

窓口で申請する場合
（旧所有者が用意する書類）
・申請書
・手数料納付書
・自動車検査証
・譲渡証明書（新旧所有者を記入、旧所有者は実印）
・印鑑証明書
・印鑑（本人が申請する場合実印）
・委任状

（新所有者が用意する書類）
・自動車保管場所証明書
・印鑑証明書
・印鑑（本人が申請する場合実印）
・委任状

マイナンバー
カードの活用に
より、添付書類
を削減



要望事項②添付書類を含めたデジタル完結②
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OSSでオンライン申請するには、自賠責保険証明書や保安基
準適合証の電子化や自動車税の減免を受けないため別途書類
の提示が不要など多くの条件を満たす必要がある



要望事項②民間事業者のシステムとの連携を促すAPI活用
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重量税やリサイクル税は、一回一回検索しなければならな
かったり、HPで検索してもPDFでしか表示されない。APIで
接続、開放できないか



要望事項②代理人申請のあり方
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自動車販売店による登録手続きには行政書士等の関与が必要。
（OSSでも同様。新車登録はディーラーでできる）

(出典)国土交通省「自動車保有関係手続きのワンストップサービス～新規新車OSS導入の手続き～」



要望事項②民間版トレーサビリティ制度によるデータ活用
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民間版トレーサビリティ制度を資金面、データ提供スキーム
で支援し、国家が保有する車両関連ビッグデータの利活用を
活性化させるべき。（例）自動車検査履歴の検索データベー
ス、メーター巻き戻しチェック機能など

(出典)国土交通省「自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョンについて」
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要望事項③普通車と軽自動車の制度の標準化・統一化

軽自動車保有台数は増加傾向にあり、令和2年末時点で約
3,300万台（構成比約40％）。軽自動車は登録の仕組みが普
通車（登録車）と異なり、車検証情報が提供されるシステム
も異なる。軽自動車は手続き書類が簡素化されているが、シ
ステム連携が考慮されていないなどの課題がある

『軽自動車を保有するためには、多くの手続（検
査申請、地方税申告等）と税・手数料の納付（検
査手数料、自動車重量税、軽自動車税（環境性能
割）等）が必要となります。
これらの手続と税・手数料の納付を、インター
ネット上で一括して行うことを可能とするのが
「軽自動車保有関係手続のワンストップサービス
（以下、軽自動車OSS）」です。
ただし、現時点の軽自動車OSSについては、軽自
動車検査協会に対する検査申請に係る手続や納付
を対象に電子化を実現したものになります。』

（軽自動車保有関係手続きのワンストップサービスHPより抜粋）
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要望事項③普通車と軽自動車の制度の標準化・統一化

普通車の新規登録や移転登録等の際は封印の手続きが必要。
封印は盗難防止などの役目もあるが、軽自動車は届出制と
なっており封印の手続きはない。近年、軽自動車でも高級化
が進んでおり、制度が形骸化している。また、封印があるた
めにオンライン申請を選択しないなど、デジタル化の妨げの
一因にもなっている

軽自動車のナンバープレート普通車の封印
※封印とは、普通自動車の後部ナンバープレートに
取り付けられたアルミ製の留め具。道路運送車両法
により、取付けの義務、取付けを行う者（運輸支局
又は封印取付受託者）が規定されている。




